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Q．ある日本の中小企業がなければ、製品として成り立たないものあ 本 中 業 、製品 成り
があります。それは何でしょう？（複数あり）

②【 株 】 ③【 株 】②【岡野工業（株）】

携帯電話のリチウムイオン電
池のケースを、世界で始めて
開発 量産化 東京都墨田区

③【三信鉱工（株）】

化粧品原料『セリサイト』を採掘し、独自
の技術で精製。世界シェア５０％以上。
愛知県北設楽郡開発・量産化。東京都墨田区。 愛知県北設楽郡。

①【シコー（株）】

超小型ファンモーターの開発・製造 米国の
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超小型ファンモ タ の開発・製造。米国の
Intel社のCPUに搭載される。神奈川県大和市。



１ 序論１．序論

１ 日本における中小企業とは？

国内企業数の９割超・雇用の7割

１．日本における中小企業とは？

国内企業数の９割超 雇用の7割

独自かつ高度な技術力⇒大企業にとっても不可欠

２．中小企業の事業承継の現況①

経営者の高齢化⇒事業承継への対応が急務

子がいない 子が後継者にならないケ スの増加子がいない・子が後継者にならないケースの増加

⇒従業員等への承継・外部からの招聘（親族外承継）、
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M&Aへの注目



３．中小企業の事業承継の現況②

根強い親族内承継（「自分の子に継いで欲しい」）

後継者側（子など）の意思（「自分は継ぐつもりはない」）後継者側（子など）の意思（ 自分は継ぐ もりはない」）

少子化の進展⇒同族内での後継者の減少

↓

↓そこで

親族内承継の困難化＝事業承継の遅滞

↓そこで…

事業承継M&Aの促進を！
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事業承継M&Aの促進を！



２ 事業承継Ｍ＆Ａの問題点２．事業承継Ｍ＆Ａの問題点

事業承継Ｍ&Ａ成功の理想条件

売り手・買い手双方が納得のいくマッチング

およそ10年前からの取り組み

事業承継Ｍ&Ａ成功の理想条件

およそ10年前からの取り組み

↓しかし…↓

売り手情報の圧倒的不足（売り手 買い手 １ ８）

事業承継Ｍ&Ａの現状

売り手情報の圧倒的不足（売り手：買い手＝１：８）

⇒マッチングの機会が不十分

早く も 年前から 取り組 が 般的早くても3年前からの取り組みが一般的

Ｍ&Ａ市場 の早期登場が必要
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Ｍ&Ａ市場への早期登場が必要



Q.中小企業を、M&A市場に早期に登場させるには？

A.中小企業側の長期的視野に立った準備が不可欠

↓ならば…

長期的視野に立った準備を促す制度とは？

＝

提案：事業承継準備シート制度
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３ 提案 事業承継準備シ ト３．提案 －事業承継準備シート－

３－１．事業承継準備シートとは？

３－２ 運用の枠組み・方法３－２．運用の枠組み・方法

３－２－１．主管機関主管機関

３－２－２．運用方法
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３ 1 事業承継準備シ トとは？３－1．事業承継準備シートとは？

事業 継 向 計 資産 容 業

概要

事業承継に向けての計画・資産内容・業
績などを決算ごとにまとめたシート

メリット

M＆Aに向けての基本的な準備

メリット

M＆Aに向けての基本的な準備

関係者による情報の画一的な共有
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３ 2 １ 運用の枠組み 方法 主管機関３－2－１．運用の枠組み・方法 －主管機関－

独立行政法人 中小企業基盤整備機構

事業承継関連無料相談・後継者教育等の研修プロ

独立行政法人 中小企業基盤整備機構

事業承継関連無料相談・後継者教育等の研修プロ
グラムを実施

事業承継協議会事務局を担当事業承継協議会事務局を担当

⇒事業承継を総合的にサポート

事業承継準備シートの目的
（事業承継 準備 グ サポ ト）
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（事業承継の準備・マッチングのサポート）



３－2－2．運用の枠組み・方法 －運用方法－

③審査・登録
買い手企業・金融機関・専門家等

③審査 登録

④閲覧

BK

（独法）中小企業基盤整備機構

Ａ社 X社B社

・・・

事業承継準備シートX社

・・・

①参加申出

②提出

10売り手企業
事業承継準備シート事務局

②提出



４．検討課題

４－１．ニーズ・利用価値４ １． ズ 利用価値

４－２．内容の正確性の担保

４－３．コスト
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４－１ ニーズ・利用価値４ １．ニ ズ 利用価値

事業承継準備シ ト事業承継準備シート
↓

新たな負担に・使用目的が限定的？

他の使い道・ニーズ

他の承継方法の場合におけるシートの有用性

⇒親族内・親族外承継での活用親族内 親族外承継での活用

M＆Aによる事業承継を検討する中小企業数

（後継者未決定の49万社中17万社がＭ＆Ａを検討）
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（後継者未決定の49万社中17万社がＭ＆Ａを検討）



４ ２ 内容の正確性の担保４－２．内容の正確性の担保

内容の正確性 信頼性の問題

業績・財務の情報の記載

内容の正確性・信頼性の問題

業績・財務の情報の記載

第三者（買い手・金融機関等）の目に触れる

中小企業の情報開示不足・財務諸表に対する信
頼性の低さ

↓

監査的制度の必要性

↓

13

監査的制度の必要性



中小企業にとって 税理士とは？

事業承継の一番の相談役

中小企業にとって、税理士とは？

事業承継の 番の相談役

日頃から税務・会計面での接触が多い

↓そこで…
中小企業特別監査資格認定税理士

Ａ会社

中小企業庁・国税庁

会社

特別監査資格の付与

監査・指導
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事業承継準備シート 税理士中小企業特別監査資格認定



４－３ コスト４ ３．コスト
コストの問題

作成による新たなコストの発生（事業承継の計画立案
の ンサ タント料 監査費用等）のコンサルタント料・監査費用等）

10年・20年先のＭ＆Ａに向けての取組み

⇒累積コストの肥大化

コスト面が懸念され、導入が敬遠されるおそれも…
↓

誰が 幾 負担す き 費 負担 分散

↓
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誰が、幾ら負担すべきか？（費用負担の分散化）



BK

税理士・金融機関等

Ａ会社
（売り手）

Ｂ会社
（買い手）

Ｂ´会社

＋ ⇒＋ ⇒

シナジ 効果シナジー効果
＝両者に利益

旧 Ａ会社
オーナー
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事業承継準備シート



５ 結語５．結語

事業承継準備シートとは？

＝中小企業をＭ＆Ａ市場へ早期に引き出す役目＝中小企業をＭ＆Ａ市場へ早期に引き出す役目

事 継 在事業承継準備シートの潜在的メリット

・Ｍ＆Ａに向けての長期的・戦略的な取組みＭ＆Ａに向けての長期的 戦略的な取組み

・手続き面での効率性
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ご清聴
有難うござ ました有難うございました。
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